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アンケート調査の結果について
【業界団体編】

【アンケート調査の目的】
・地球温暖化対策に取り組む業界団体の基本的認識や業界の自主行動計画の策定動機、具体的な取組状況等、
意識と行動の観点から把握する
・自主行動計画への取組過程を中心に、目標の設定、目標の達成、業界団体等の役割（企業との関係）、取組の
促進等の各視点から状況を把握する

アンケート調査の結果について
【業界団体編】

【アンケート調査の目的】
・地球温暖化対策に取り組む業界団体の基本的認識や業界の自主行動計画の策定動機、具体的な取組状況等、
意識と行動の観点から把握する
・自主行動計画への取組過程を中心に、目標の設定、目標の達成、業界団体等の役割（企業との関係）、取組の
促進等の各視点から状況を把握する

【アンケート調査の概要】 

（１）調査対象者 

「自主行動計画」を策定している業界団体 114 団体（経団連参加業種及び経団連非参加業種） 

（２）回収結果 

 有効回収数は 98 件（有効回収率 96.0％） 
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•「社会に対する責任として、取り組まなければならない」との回答は、『大いにあてはまる』が8割以上となっている。
•「他社もやっている」や「取引先から求められる」といった他者からの要請については、『どちらともいえない』 が3割以
上となっている。

•「新たなビジネスチャンスを得られる」との回答は、『どちらともいえない』 5割程度となっている。
•「消費者にアピールできる」ことを理由に挙げた業界団体は多く、『大いにあてはまる』『どちらかといえばあてはまる』
を合わせると、8割以上となっている。

•「省エネにつながり、コスト削減に有効」という理由を挙げた団体は多く、『大いにあてはまる』『どちらかといえばあて
はまる』を合わせると、8割以上となっている。

設問：①現在、貴団体の会員企業が地球温暖化対策に取り組む理由として、次の項目はどのくらいあて
はまりますか。

82.7 

41.8 

10.2 

42.9 

13.3 

6.1 

4.1 

14.3 

40.8 

41.8 

40.8 

41.8 

35.7 

21.4 

1.0 

11.2 

34.7 

12.2 

33.7 

39.8 

49.0 

0.0 

2.0 

6.1 

0.0 

5.1 

8.2 

15.3 

0.0 
1.0 

3.1 

0.0 

2.0 

6.1 

6.1 

2.0 

3.1 

4.1 

4.1 

4.1 

4.1 

4.1 

0% 25% 50% 75% 100%

１．社会に対する責任として、取り組まなけれ

ばならないから (n=98)

２．環境問題に取り組む企業であるということ

を、消費者にアピールできるから (n=98)

３．他社（他業界）もやっているから (n=98)

４．省エネにつながり、コスト削減に有効だか

ら (n=98)

５．中・長期的には、対策の実施により業績の

向上が見込めるから (n=98)

６．取引先から、環境問題への取り組みを求め

られるから (n=98)

７．新たなビジネスチャンスが得られるから

(n=98)

大いにあてはまる どちらかといえばあてはまる どちらともいえない どちらかといえばあてはまらない 全くあてはまらない 無回答
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•「経団連環境自主行動計画の策定（1997年度）」以降の5年間（1997年度～2001年度）で、自主行動計画を策定した
業界団体は5割程度となっている。

•2002年度以降に自主行動計画を策定した業界団体は4割程度であるが、毎年数社ずつが策定している状態となって
いる。

•2007年度には、前後に比べて多い13％の業種が策定している。

設問：②貴団体が業界として温暖化対策分野の自主行動計画を策定したのはいつですか。

9.2 

15.3 

18.4 

8.2 

4.1 

4.1 

2.0 

6.1 

3.1 

1.0 

7.1 

13.3 

5.1 

2.0 

1.0 

0.0 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40%

１９９６年度

１９９７年度

１９９８年度

１９９９年度

２０００年度

２００１年度

２００２年度

２００３年度

２００４年度

２００５年度

２００６年度

２００７年度

２００８年度

２００９年度

２０１０年度

２０１１年度

２０１２年度 n=98
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•「社会に対する責任」は、『大いにあてはまる』『どちらかといえばあてはまる』を合わせると10割近くとなっている。
•「省エネにつながり、コスト削減に有効」は、『大いにあてはまる』『どちらかといえばあてはまる』を合わせると、8割程
度となっている。

•「消費者にアピールできる」については、『大いにあてはまる』『どちらかといえばあてはまる』を合わせると、8割程度
となっている。

•「他からの押しつけではなく、主体的に取り組める」については、『大いにあてはまる』『どちらかといえばあてはまる』
を合わせると7割以上。

•「所管省庁等からの要請」については、『大いにあてはまる』『どちらかといえばあてはまる』を合わせると、6割程度と
なっている。

•「自主的取組で温暖化対策が十分可能だということを示したい」については、『大いにあてはまる』『どちらかといえば
あてはまる』を合わせると6割以上となっている。

•「京都議定書目標達成に貢献できるから」は、『大いにあてはまる』『どちらかといえばあてはまる』を合わせると7割
程度となっている。

設問：③貴団体が温暖化対策分野の自主行動計画に参加したきっかけとして、次の項目はどのくらいあ
てはまりますか。

78.6 

39.8 

41.8 

17.3 

20.4 

30.6 

33.7 

26.5 

30.6 

19.4 

39.8 

34.7 

40.8 

33.7 

43.9 

44.9 

33.7 

31.6 

1.0 

15.3 

14.3 

31.6 

33.7 

20.4 

19.4 

22.4 

28.6 

0.0 

3.1 

4.1 

5.1 

9.2 

3.1 

0.0 

7.1 

6.1 

1.0 

1.0 

4.1 

3.1 

2.0 

0.0 

0.0 

7.1 

1.0 

0.0 

1.0 

1.0 

2.0 

1.0 

2.0 

2.0 

3.1 

2.0 

0% 25% 50% 75% 100%

１．社会に対する責任として、取り組まなければならな

いから (n=98)

２．環境問題に取り組む企業であるということを、消費

者にアピールできるから (n=98)

３．国の京都議定書目標達成に貢献できるから (n=98)

４．他社（他業界）もやっているから (n=98)

５．固有事情を反映した業界独自の取組が可能であるか

ら (n=98)

６．他からの押しつけではなく、主体的に取り組めるか

ら (n=98)

７．省エネにつながり、コスト削減に有効だから(n=98)

８．所管省庁等からの要請があったから (n=98)

９．規制的措置等によらずとも、自主的取組で温暖化対

策が十分可能だということを示したいから (n=98)

大いにあてはまる どちらかといえばあてはまる どちらともいえない どちらかといえばあてはまらない 全くあてはまらない 無回答
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•「会員企業のエネルギー消費量もしくはＣＯ２排出量の実態把握」は『全社に実施』『一部に実施』を合わせると95%程
度となっている。

•「会員企業の将来の設備投資計画の把握」は『実施していない』が4割程度となっている。
•「検討委員会を設置して、対応の協議を行った」業界団体は多く、 『全社に実施』『一部に実施』を合わせると、9割以
上となっている。

設問：④貴団体としての現在の数値目標を設定するにあたり行ったことについて、以下の質問にお答え下
さい。
会員企業のエネルギー消費量もしくはCO2排出量の実態把握、将来の設備投資計画（の一部）の

把握をアンケート調査により実施したり、検討委員会を設置の上対応の協議を会社で実施してい
ますか。実施している場合にはいつからですか。

〔現在の数値目標を設定する為に実施した内容について〕

52.0

30.6

46.9

42.9

28.6

43.9

4.1

39.8

7.1

1.0

1.0

2.0

0% 25% 50% 75% 100%

１．アンケート調査等により、会員企業のエネルギー消費量も

しくはＣＯ２排出量の実態把握を行いましたか (n=98)

２．アンケート調査等により、会員企業の将来の設備投資計画

（の一部）を把握しましたか (n=98)

３．業界団体内に検討委員会を設置して（あるいは既存の検討

委員会を活用して）、対応の協議を行いましたか (n=98)

全社に実施した 一部に実施した 実施していない 無回答
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〔現在の数値目標を設定する為に実施した時期について〕

•「会員企業のエネルギー消費量もしくはＣＯ２排出量の実態把握」は『計画の策定後から』が45%程度となっている。
•「会員企業の将来の設備投資計画の把握」は『計画の策定後から』が半数以上となっている。

50.5

37.9

55.1

45.2

55.2

40.4

4.3

6.9

4.5

0% 25% 50% 75% 100%

１．アンケート調査等により、会員企業のエネルギー消費量も

しくはＣＯ２排出量の実態把握を行いましたか (n=93)

２．アンケート調査等により、会員企業の将来の設備投資計画

（の一部）を把握しましたか (n=58)

３．業界団体内に検討委員会を設置して（あるいは既存の検討

委員会を活用して）、対応の協議を行いましたか (n=89)

自主行動計画の策定前から 自主行動計画の策定後から 無回答
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•現在の数値目標を設定するにあたって用いた考え方及び水準として多く挙げられたのは、『京都議定書における
日本の削減目標』『自社の排出水準の傾向』であり、ともに5割以上となっている。

•『現時点で実用化されていない技術・対策の将来的な想定』を加味した企業は、15%程度となっている。

設問：⑤貴団体としての目標を設定するにあたって用いた考え方及びその水準について、あてはまるもの
すべてをお答え下さい。また、目標の水準はどれくらいですか。

n=98

33.7

14.3

52.0

37.8

54.1

32.7

26.5

11.2

1.0

0% 25% 50% 75% 100%

会員企業の投資見込み等を勘案し、省エネ技術等の導入

による削減見込み量を積み上げた　　　　　　　　　　

目標を設定した時点では実用化されていない技術や対策

について、将来の実用化を想定した　　　　　　　　　

過去から現在までの排出基準の傾向を踏まえた　　　　

省エネ法に規定されている年率１％のエネルギー効率改

善義務を意識した　　　　　　　　　　　　　　　　　

京都議定書における日本の削減目標（１９９０年比▲６

％）を意識した　　　　　　　　　　　　　　　　　　

経団連全体での目標（産業部門及びエネルギー転換部門

について１９９０年度レベル以下に抑制）を意識した　

他業界での取組の水準も考慮に入れた　　　　　　　　

上記のいずれにもあてはまらない考え方で目標を設定し

た　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　無回答

〔目標設定に用いた考え方及び水準について〕
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• 全項目（指標）において、当該指標に合わせた同等の水準設定を行う業界団体の割合が最も高い。
• 特に『他業界での取組の水準も考慮に入れた』場合、同等の水準設定を行う業界団体が9割程度となっている。

31.4 

29.7 

37.7 

37.5 

11.5 

56.9 

54.1 

39.6 

50.0 

88.5 

7.8 

13.5 

15.1 

6.3 

0.0 

3.9 

2.7 

7.5 

6.3 

0.0 

0% 25% 50% 75% 100%

３．過去から現在までの排出水準の傾向を踏まえた (n=51)

４．省エネ法に規定されている年率１％のエネルギー効率改善

義務を意識した (n=37)

５．京都議定書における日本の削減目標（１９９０年比▲６％

）を意識した (n=53)

６．経団連全体での目標（産業部門及びエネルギー転換部門に

ついて１９９０年度レベル以下に抑制）を意識した(n=32)

７．他業界での取組の水準も考慮に入れた (n=26)

左記の考え方より高水準 左記の考え方と同等 左記の考え方より低水準 無回答

〔3.~7.を選択した場合の目標の水準〕



 

9 
 

 

○自主的に設定した目標値に対して、8割以上の業界団体が最終的に達成する見込みとなっている。

設問：⑥現在の目標指標に対する取組状況についてお伺いします。
ⅰ）現在の目標指標の達成見込みについて教えてください。
ⅱ）目標指標に影響を与える要因は何ですか。また、その影響はどの程度ですか。

ⅲ）目標指標に影響を与える要因およびその変動を踏まえると、総合的に、指標の不確実性は大きい
と思いますか。

〔⑥（ⅰ）目標指標の達成見込みについて〕

33.7 46.9 

2.0 

16.3 1.0 

0% 25% 50% 75% 100%

全体（n=98）

既に達成 達成する見込 追加措置により達成する予定 達成困難 無回答
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〔⑥（ⅱ）目標指標に影響を与える要因〕

•影響を与える要因として「活動量の変化」を挙げた業界団体は7割以上となっている。
•「系統電力の排出係数変化」を挙げた業界団体は45%程度となっている。

73.5 

36.7 

45.9 

15.3 

10.2 

1.0 

0% 25% 50% 75% 100%

活動量の変化

商品（サービス）構成の変化

系統電力の排出係数変化

規制やその他制度の変化

その他

無回答 n=98
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〔⑥（ⅲ）目標指標に影響を与える要因およびその変動を踏まえた場合、総合的指標の不確実性について〕

〔⑥（ⅱ）目標指標に影響を与える要因の度合い〕

•「活動量の変化」については、7割以上の業界が『大きな影響がある』と回答している。

•目標指標の不確実性については『きわめて大きい』『まあまあ大きい』との回答が65%程度となっている。

25.5 39.8 26.5 

0.0 

8.2 

0% 25% 50% 75% 100%

全体（n=98）

きわめて大きい まあまあ大きい

大きくは無いが不確実な部分はある 不確実性は無い

わからない

70.8 

61.1 

57.8 

33.3 

60.0 

26.4 

33.3 

35.6 

66.7 

40.0 

2.8 

2.8 

4.4 

0.0 

0.0 

0.0 

2.8 

2.2 

0.0 

0.0 

0% 25% 50% 75% 100%

１．活動量の変化 (n=72)

２．商品（サービス）構成の変化

(n=36)

３．系統電力の排出係 (n=45)

４．規制やその他制度 (n=15)

５．その他 (n=10)

大きな影響がある 影響がある 大きくないが影響がある 影響の程度はわからない
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•「目標は社会との約束」「必ず達成すべきもの」という考え方については、『大いにあてはまる』『どちらかといえば
あてはまる』を合わせると、それぞれ75%以上、65%以上となっている。

•同様に、「実現可能性の高い目標を設定すべき」との考え方についても、『大いにあてはまる』『どちらかといえば
あてはまる』を合わせると、75%程度となっている。

•一方、「達成できなくても問題ない」との考え方については、6割近くの業界団体が『全くあてはまらない』『どちら
かといえばあてはまらない』と回答している。

設問：⑦貴団体が設定した自主行動計画の目標の性質についての考え方として、次の項目はどのくらい
あてはまりますか。

31.6 

21.4 

3.1 

25.5 

45.9 

43.9 

8.2 

48.0 

13.3 

27.6 

28.6 

20.4 

4.1 

5.1 

41.8 

5.1 

5.1 

1.0 

17.3 

1.0 

0.0 

1.0 

1.0 

0.0 

0% 25% 50% 75% 100%

１．設定した目標は社会との約束である (n=98)

２．設定した目標は、必ず達成すべきものである

(n=98)

３．自主的な目標なので、達成できなくても問題

ない (n=98)

４．達成見込みについて十分検討し、実現の可能

性の高い目標を設定すべきである (n=98)

大いにあてはまる どちらかといえばあてはまる

どちらともいえない どちらかといえばあてはまらない

全くあてはまらない 無回答
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•目標指標として、「CO2排出原単位」「CO2排出量」「エネルギー消費原単位」がそれぞれ30%以上となっている。
•一方、「エネルギー消費量」は12%程度となっている。

設問：⑧貴団体における自主行動計画の「目標指標」についてお伺いします。
ⅰ）現在の「目標指標」はどれですか。

ⅱ）現在の「目標指標」は、最初に策定した「目標指標」から変更・追加されたものですか。変更・追加を行った時期に
ついてもお答えください。

ⅱ-a）「変更・追加があった」場合、最初に策定した「目標指標」はどれでしたか。
ⅱ-b）「変更・追加があった」場合、最初に策定した「目標指標」から変更・追加を行った理由は何ですか。

〔⑧（ⅰ）現在の目標指標について〕

32.7 

32.7 

36.7 

12.2 

8.2 

1.0 

0% 20% 40% 60%

ＣＯ２排出原単位

ＣＯ２排出量

エネルギー消費原単位

エネルギー消費量

その他：上記以外の「目標指標」

無回答 n=98
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0 5 10 15 20

2010
2009
2008
2007
2006
2005
2004
2003
2002
2001
2000
1999
1998
1997
1996

②
自

主
行

動
計

画
を
策

定
し
た
年

度

変更・追加している

変更していない

無回答

•目標指標を「変更していない」が60%以上となっている。

•「京都議定書目標達成計画決定後」となる『2005年度以降』に目標指標の変更・追加をした業界団体が75%程度
となっている。

2.8 

2.8 

5.6 

2.8 

0.0 

5.6 

0.0 

13.9 

25.0 

13.9 

8.3 

11.1 

2.8 

0.0 

5.6 

0% 10% 20% 30% 40%

１９９９年度

２０００年度

２００１年度

２００２年度

２００３年度

２００４年度

２００５年度

２００６年度

２００７年度

２００８年度

２００９年度

２０１０年度

２０１１年度

２０１２年度

無回答
n=36

〔⑧（ⅱ）現在の目標指標の変更・追加の有無〕

（自主行動計画策定年度別）

〔⑧（ⅱ）現在の目標指標の変更・追加した年度〕
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•目標変更あるいは追加前は、エネルギー原単位を指標としていた業界が最も多く、3分の1以上（36%）となってい
る。

19.4 

27.8 

36.1 

16.7 

2.8 

2.8 

2.8

0% 25% 50% 75% 100%

ＣＯ２原単位

ＣＯ２排出量

エネルギー消費原単位

エネルギー消費量

定性的な指標

その他：上記以外の目標指標

無回答 n=36

n=36

52.8

58.3

11.1

16.7

0% 25% 50% 75% 100%

外部（政府、経団連等）からの要請があった

から　　　　　　　　　　　　　　　　　　
業界の削減努力をより適切に反映する必要が

あったから　　　　　　　　　　　　　　　
会員企業等から「目標指標」を策定するのに

必要なデータを収集できるようになったから

その他：上記以外の理由　　　　　　　　　

〔⑧（ⅱ-b）変更・追加があった場合、最初に策定した目標指標から変更・追加を行った理由について〕

〔⑧（ⅱ-a）変更・追加があった場合、最初に策定した目標指標について〕

•目標指標の変更の理由は「外部からの要請」が5割程度、「業界の削減努力を適切に反映するため」が6割程度
となっている。
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•自主行動計画のフォローアップとしては、「エネルギー消費量もしくはCO2排出量の把握」は『全社に実施』『一部
に実施』を合わせると95%程度となっている。

•一方、「投資実績」「投資計画」については『実施していない』がそれぞれ35%程度、50%となっている。
•「得られた情報の各社へのフィードバック」および「省エネ・CO2削減対策技術の情報交換」も『大いにあてはまる』
『どちらかといえばあてはまる』を合わせるとそれぞれ85%程度、75%程度となっている。

設問：⑨貴団体において、自主行動計画のフォローアップとして実施している内容について、以下の質問
にお答えください。
実施している内容に該当がある場合、実施した時期はいつからですか。

〔⑨実施している内容について〕

58.2 

35.7 

27.6 

57.1 

46.9 

35.7 

23.5 

18.4 

28.6 

29.6 

3.1 

35.7 

50.0 

11.2 

20.4 

3.1 

5.1 

4.1 

3.1 

3.1 

0% 25% 50% 75% 100%

１．各社の（各年）エネルギー使用量もしく

はＣＯ２排出量の把握 (n=98)

２．各社投資実績の把握 (n=98)

３．各社投資計画の把握 (n=98)

４．得られた情報の各社へのフィードバック

（個社情報開示のあり／なし） (n=98)

５．省エネ・ＣＯ２削減対策技術の情報交換

(n=98)

全社に実施している 一部に実施している 実施していない 無回答
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•「各社のエネルギー使用量もしくはＣＯ２排出量の把握」は、『自主行動計画の策定後』に情報把握等を実施した
業界団体が65%程度となっている。

•「投資実績」「投資計画」「得られた情報の各社へのフィードバック」「省エネ・ＣＯ２削減対策技術の情報交換」は、
『自主行動計画の策定後』に情報把握等を実施した業界団体が7割以上となっている。

〔⑨実施している時期について〕

30.4 

15.5 

15.6 

15.5 

21.3 

64.1 

79.3 

80.0 

75.0 

72.0 

5.4 

5.2 

4.4 

9.5 

6.7 

0% 25% 50% 75% 100%

１．各社の（各年）エネルギー使用量もしく

はＣＯ２排出量の把握 (n=92)

２．各社投資実績の把握 (n=58)

３．各社投資計画の把握 (n=45)

４．得られた情報の各社へのフィードバック

（個社情報開示のあり／なし） (n=84)

５．省エネ・ＣＯ２削減対策技術の情報交換

(n=75)

自主行動計画の策定前から 自主行動計画の策定後から 無回答
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•業界団体が果たしている役割について、「政府関係の情報提供」が、『大いにあてはまる』『どちらかといえばあて
はまる』を合わせて8割以上となっている。

•「技術動向や他社対策事例などの有用な情報提供」「会員企業を取りまとめ、政府に伝達」が、『大いにあてはま
る』『どちらかといえばあてはまる』を合わせて7割以上となっている。

•「レビュー活動」や「会員企業の温暖会対策の意志決定への影響力」についても、半数以上の企業が挙げている。

設問：⑩温暖化対策に取り組む上で、業界団体が果たしている役割等について、次の項目はどのくらいあ
てはまりますか。

46.9 

24.5 

32.7 

18.4 

15.3 

33.7 

46.9 

42.9 

49.0 

37.8 

12.2 

20.4 

17.3 

22.4 

32.7 

3.1 

5.1 

3.1 

5.1 

8.2 

2.0 

0.0 

1.0 

1.0 

2.0 

2.0 

3.1 

3.1 

4.1 

4.1 

0% 25% 50% 75% 100%

１．業界団体は、補助金や規制といった政府関係の情

報の提供を活発に行っている (n=98)

２．業界団体は、技術動向や他社の対策事例などを知

る上で非常に有用な情報を提供している (n=98)

３．業界団体は積極的に会員企業の意見を取りまとめ

て、政府に伝えている (n=98)

４．業界団体による自主行動計画のレビュー活動は企

業が対策を進める推進力として働いている(n=98)

５．業界団体は、会員企業の温暖化対策の意思決定に

、大きな影響力がある (n=98)

大いにあてはまる どちらかといえばあてはまる どちらともいえない どちらかといえばあてはまらない 全くあてはまらない 無回答
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•「広報活動」については、企業としても業界団体としても必要であるとの回答が85%以上となっている。
•一方、「クレジット購入より確実な目標達成」や「参加/不参加企業の公表」については、『必要と思わない』との回
答が『必要と思う』を上回っている。

設問：⑪自主行動計画において、社会への説明責任を果たしていくために必要と思われることはどれです
か。また、必要と回答した事項について、どの程度実行されていると思われますか。

〔⑪社会への説明責任を果たしていくために必要な事項〕

79.6 

85.7 

85.7 

49.0 

21.4 

38.8 

14.3 

1.0 

10.2 

5.1 

7.1 

34.7 

59.2 

51.0 

71.4 

3.1 

10.2 

9.2 

7.1 

16.3 

19.4 

10.2 

14.3 

95.9 

0% 25% 50% 75% 100%

１．政府（審議会）によるフォローアップ (n=98)

２．企業としての広報活動 (n=98)

３．業界団体としての広報活動の促進 (n=98)

４．政府以外の第三者による評価・検証 (n=98)

５．目標達成が困難な場合には、クレジット購入を促

進するなどし、確実に目標を達成すること(n=98)

６．業界団体による参加企業リスト（実名）の公表

(n=98)

７．一定規模以上の不参加企業の実名公表 (n=98)

８．その他 (n=98)

必要と思う 必要と思わない 無回答
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•『十分実行している』の割合が最も高い項目は「参加企業リストの公表」のみとなっている。
•「政府によるフォローアップ」及び「広報活動（企業、業界団体）」は、 『十分実行している』 『まあまあ実行してい
る』を合わせると8割以上となっている。

•一方、「クレジット購入による確実な目標達成」、「一定規模以上の不参加企業の実名公表」については、『あまり
実行できていない』との回答が『実行できている』を上回っている。

47.4 

34.5 

34.5 

31.3 

9.5 

60.5 

7.1 

0.0 

37.2 

48.8 

45.2 

39.6 

19.0 

7.9 

0.0 

0.0 

11.5 

14.3 

19.0 

27.1 

57.1 

23.7 

64.3 

100.0 

3.8 

2.4 

1.2 

2.1 

14.3 

7.9 

28.6 

0.0 

0% 25% 50% 75% 100%

１．政府（審議会）によるフォローアップ (n=78)

２．企業としての広報活動 (n=84)

３．業界団体としての広報活動の促進 (n=84)

４．政府以外の第三者による評価・検証 (n=48)

５．目標達成が困難な場合には、クレジット購入を促

進するなどし、確実に目標を達成すること(n=21)

６．業界団体による参加企業リスト（実名）の公表

(n=38)

７．一定規模以上の不参加企業の実名公表 (n=14)

８．その他 (n=1) 

十分実行している まあまあ実行している あまり実行できていない 無回答

〔⑪社会への説明責任を果たしていくために必要と思われる事項はどれくらい実行されているか〕
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・目標の引上げは、回答者のうち4割程度の業界団体で実施されている。

設問：⑫貴団体としての目標の引き上げについてお伺いします。
ⅰ）自主行動計画に参加して以降、目標の引き上げは行いましたか。
ⅱ）目標の引き上げを行った場合、その理由として次の項目はどれくらいあてはまりますか。
ⅲ）目標の引き上げを行わなかった場合、その理由として次の項目はどれくらいあてはまりますか。

〔⑫（ⅰ）目標の引き上げの実施状況〕

39.8 59.2 1.0 

0% 25% 50% 75% 100%

全体（n=98）

Ｙｅｓ Ｎｏ 無回答
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〔⑫（ⅱ）目標を引き上げた理由〕

•目標引上げ理由としては、「当初目標を既に達成していた（または達成確実だった）」との回答が最も多く『大いに
あてはまる』が7割程度となっている。

•「技術革新によるさらなる排出削減」および「社会的な要請が強まった」との回答も、『大いにあてはまる』『どちら
かといえばあてはまる』を合わせて4割程度となっている。

•一方、「生産活動量の減少」は半数程度の業界団体が『全くあてはまらない』と回答している。

66.7 

7.7 

7.7 

23.1 

23.1 

35.9 

17.9 

15.4 

2.6 

28.2 

5.1 

28.2 

0.0 

15.4 

15.4 

10.3 

5.1 

10.3 

51.3 

23.1 

2.6 

2.6 

2.6 

0.0 

0% 25% 50% 75% 100%

１．当初設定した目標を既に達成していた（または達

成できることが確実だった）から (n=39)

２．技術革新によって、さらなる排出削減ができるよ

うになったから (n=39)

３．市場規模の縮小によって、生産活動量が減少した

から (n=39)

４．京都議定書約束期間（２００８年～２０１２年）

を前に、社会的な要請が強まったから (n=39)

大いにあてはまる どちらかといえばあてはまる どちらともいえない どちらかといえばあてはまらない 全くあてはまらない 無回答
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〔⑫（ⅲ）目標を引き上げなかった理由〕

•目標引上げを行わない理由としては、「最大限の努力により、ようやく達成できる水準であるから」との回答が最
も多く『大いにあてはまる』『どちらかといえばあてはまる』を合わせて5割以上となっている。

•一方、「会員企業の合意を得ることができない」「これ以上の温暖化対策は必要ない」は半数程度の業界団体が
『全くあてはまらない』と回答している。

6.9

22.4

3.4

13.8

31.0

24.1

10.3

17.2

20.7

12.1

6.9

13.8

8.6

31.0

17.2

50.0

53.4

12.1

12.1

13.8

12.1

1.7

1.7

3.4

0% 25% 50% 75% 100%

１．設定した目標を達成できる見込みがなかったから

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(n=58)

２．目標値が、今後最大限の努力をすることで、よう

　　やく達成できる水準であるから　　　　　(n=58)

３．会員企業の合意を得ることができなかったから　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(n=58)

４．これ以上の温暖化対策は必要がないと考えたから

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(n=58)

大いにあてはまる どちらかといえばあてはまる どちらともいえない どちらかといえばあてはまらない 全くあてはまらない 　無回答
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•メリットとして多く挙げられたのは、「業界事情を反映した目標指標の選択」であり、9割程度の企業がこれを挙げ
た。

•次いで多く挙げられたのは、「業界内の情報交換促進」であり、7割程度の企業がこれを挙げた。
•「技術的裏付けを持った目標設定」、「中・長期的な視点でのコスト削減や効率的な投資」、「規制的措置よりも効
率的な対策推進」についても、 『そう思う』『どちらかといえばそう思う』を合わせると半数以上となっている。

•「公平な対策推進」や「不測時の柔軟な対応」については、 『そう思う』『どちらかといえばそう思う』を合わせると3
割以上となっている。

設問：⑬自主行動計画のメリット・デメリットについて、どのようなお考えをお持ちでしょうか。

〔メリット〕
59.2 

23.5 

13.3 

31.6 

15.3 

14.3 

23.5 

31.6 

35.7 

43.9 

41.8 

25.5 

19.4 

29.6 

5.1 

26.5 

28.6 

22.4 

48.0 

45.9 

39.8 

1.0 

4.1 

6.1 

0.0 

8.2 

9.2 

4.1 

2.0 

5.1 

3.1 

2.0 

1.0 

9.2 

1.0 

1.0 

5.1 

5.1 

2.0 

2.0 

2.0 

2.0 

0% 25% 50% 75% 100%

１．業界事情を反映した目標指標を選択できる(n=98)

２．技術的裏付けを持った目標設定ができる (n=98)

３．中・長期的な視点でのコスト削減や効率的な投資

が図れる (n=98)

４．業界内の情報交換が促進される (n=98)

５．企業間で公平な対策推進ができる (n=98)

６．災害等の予測不能な事象が起きても、柔軟に対応

することができる (n=98)

７．他の規制的措置よりも効率的に対策推進ができる

(n=98)

そう思う どちらかといえばそう思う どちらともいえない どちらかといえばそう思わない そう思わない 無回答
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〔デメリット〕

•デメリットとしては「フォローアップのための作業負担」を挙げた業界の割合が最も高く、『そう思う』『どちらかとい
えばそう思う』を合わせると60%程度となっている。

•次いで、「企業間での自主行動計画への意識の違い」は『そう思う』『どちらかといえばそう思う』を合わせると45%
程度となっている。

•一方で、「対策費用の負担」は『そう思う』『どちらかといえばそう思う』を合わせても20%程度に満たない。

11.2 

13.3 

4.1 

3.1 

17.3 

7.1 

22.4 

31.6 

22.4 

16.3 

42.9 

21.4 

33.7 

33.7 

36.7 

51.0 

21.4 

52.0 

17.3 

12.2 

15.3 

13.3 

12.2 

8.2 

11.2 

5.1 

17.3 

12.2 

4.1 

6.1 

4.1 

4.1 

4.1 

4.1 

2.0 

5.1 

0% 25% 50% 75% 100%

８．参加しない企業があるため不公平である (n=98)

９．企業間で自主行動計画への意識の違いが大きい

(n=98)

10．強制力がないため目標達成に本気でない企業があ

る (n=98)

11．目標が厳しく、対策費用の負担が大きい (n=98)

12．フォローアップのための資料作成及び企業からの

情報集約等の作業が負担である (n=98)

13．短期的な利益の最大化に繋がらない (n=98)

そう思う どちらかといえばそう思う どちらともいえない どちらかといえばそう思わない そう思わない 無回答
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○震災前において、目標達成見込みであった業界団体が85%程度となっている。

設問：⑭2011年の震災前直前において、貴団体の目標は達成できていた、あるいは達成の見込みでした
か。

84.7 12.2 3.1 

0% 25% 50% 75% 100%

全体（n=98）

達成の見込みであった 達成の見込みは無かった 無回答
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•目標達成へのマイナスの影響としては『系統電力の排出係数の上昇』が最も多く、回答者全体の4割以上がこれ
を挙げている。

•プラスの影響（目標達成が容易になる）は、最も割合の高い「節電対策の実施」においても20%程度となっている。

設問：⑮東日本大震災及び福島原子力発電所事故が、貴団体の自主行動計画の目標達成に与えた影
響について、どのように考えますか。

n=98

8.2

2.0

42.9

21.4

16.3

20.4

19.4

0% 20% 40% 60% 80%

売上が減少し、結果として目標達成が容易に

なると思われる　　　　　　　　　　　　　

売上が増加し、結果として目標達成が困難に

なると思われる　　　　　　　　　　　　　

系統電力の排出係数が上昇することによって

、目標達成が困難になると思われる　　　　

節電対策の実施によって、目標達成が容易に

なると思われる　　　　　　　　　　　　　

自家発電設備の稼働によって、目標達成が困

難になると思われる　　　　　　　　　　　

その他　　　　　　　　　　　　　　　　　

　無回答
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•総合的な影響について『どちらともいえない』と回答した企業が半数以上となっている。
•一方『達成が容易になった』とする割合と『達成が困難になった』とする割合を比較すると、『達成が困難になっ
た』との回答が多い。

設問：⑯東日本大震災及び福島原子力発電所事故が、自主行動計画の目標達成に与えた総合的な影
響をどのように考えますか。

0.0 

10.2 53.1 24.5 8.2 4.1 

0% 25% 50% 75% 100%

全体（n=98）

目標達成はかなり容易になった

どちらかといえば目標達成は容易になった

どちらともいえない

どちらかといえば目標達成は困難になった

目標達成はかなり困難になった

無回答
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Ⅰ. 従業員数-専任の職員数

1.0 

34.7 

20.4 

17.3 

5.1 

1.0 

4.1 

1.0 

0.0 

1.0 

2.0 

11.2 

1.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

０人

～１０人

～２０人

～３０人

～４０人

～５０人

～６０人

～７０人

～８０人

～９０人

～１００人

１０１人以上

無回答
n=98

【業界団体の属性に関する質問】

Ⅰ. 従業員数-地球温暖化の自主行動計画担当者

1.0 

48.0 

25.5 

12.2 

7.1 

1.0 

3.1 

2.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

０人

１人

２人

３人

４人

５人

６人以上

無回答 n=98
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80.6 

4.1 

3.1 

1.0 

2.0 

0.0 

0.0 

1.0 

0.0 

0.0 

0.0 

2.0 

6.1 

0% 25% 50% 75% 100%

～５００社

～１０００社

～２０００社

～３０００社

～４０００社

～５０００社

～６０００社

～７０００社

～８０００社

～９０００社

～１００００社

１０００１社以上

無回答
n=98

Ⅱ.会員企業について／該当する企業数

Ⅱ.会員企業について／CO2排出量（年間）：ｔ-CO2

17.3 

6.1 

2.0 

0.0 

1.0 

0.0 

0.0 

2.0 

1.0 

0.0 

4.1 

66.3 

0% 25% 50% 75% 100%

～５０万

～１００万

～１５０万

～２００万

～２５０万

～３００万

～３５０万

～４００万

～４５０万

～５００万

５０１万～

無回答
n=98
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Ⅱ.自主行動計画に参加している会員企業について／企業数

84.7 

1.0 

1.0 

0.0 

1.0 

0.0 

0.0 

1.0 

0.0 

0.0 

1.0 

1.0 

9.2 

0% 25% 50% 75% 100%

～５００社

～１０００社

～２０００社

～３０００社

～４０００社

～５０００社

～６０００社

～７０００社

～８０００社

～９０００社

～１００００社

１０００１社以上

無回答
n=98

Ⅱ.自主行動計画に参加している会員企業について／CO2排出量（年間）：ｔ-CO2

37.8 

8.2 

4.1 

2.0 

1.0 

1.0 

0.0 

3.1 

0.0 

2.0 

5.1 

35.7 

0% 25% 50% 75% 100%

～５０万

～１００万

～１５０万

～２００万

～２５０万

～３００万

～３５０万

～４００万

～４５０万

～５００万

５０１万～

無回答
n=98
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25.5 

1.0 

1.0 

1.0 

1.0 

0.0 

0.0 

1.0 

1.0 

0.0 

0.0 

6.1 

62.2 

0% 25% 50% 75% 100%

～５０００社

～１００００社

～２００００社

～３００００社

～４００００社

～５００００社

～６００００社

～７００００社

～８００００社

～９００００社

～１０００００社

１００００１社以上

無回答
n=98

Ⅱ.（ⅲ）業界全体について／該当する企業数

Ⅱ. （ⅲ）業界全体について／CO2排出量（年間）：ｔ-CO2

7.1 

3.1 

1.0 

0.0 

1.0 

0.0 

0.0 

2.0 

0.0 

0.0 

2.0 

83.7 

0% 25% 50% 75% 100%

～５０万

～１００万

～１５０万

～２００万

～２５０万

～３００万

～３５０万

～４００万

～４５０万

～５００万

５０１万～

無回答

n=98
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Ⅲ.会員企業のうち自主行動計画に参加している企業について／自主行動計画対象事業所

Ⅲ.会員企業のうち自主行動計画に参加している企業について／省エネ法対象事業所

41.8 

7.1 

4.1 

1.0 

0.0 

1.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

8.2 

36.7 

0% 25% 50% 75% 100%

～１００事業所

～２００事業所

～３００事業所

～４００事業所

～５００事業所

～６００事業所

～７００事業所

～８００事業所

～９００事業所

～１０００事業所

１００１事業所～

無回答
n=98

1.0 

44.9 

5.1 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

1.0 

48.0 

0% 25% 50% 75% 100%

０事業所

～１０事業所

～２０事業所

～３０事業所

～４０事業所

～５０事業所

～６０事業所

～７０事業所

～８０事業所

～９０事業所

～１００事業所

１０１事業所～

無回答
n=98
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